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■ はじめに 
国土交通省では、大規模・広域的・突発的な自然災害

に対して、災害直後の情報空白時間を可能な限り排除し
た、迅速かつ的確な被災状況の把握を目指している。 
近年では、一度に広域を観測できる人工衛星や夜間・

悪天候時にも観測可能な合成開口レーダ等が災害時に
盛んに活用されている。このような最新のリモートセンシン
グ技術に関して専門知識がある防災担当者は少なく、さら
に、これらを効率的に統合活用することは極めて難易度
が高いのが現状である。 
このため、迅速な被災状況の把握により効果的な災害

対応に繋げることを実現するため、国土交通省等の防災
担当者が調査計画を容易かつ即座に立案可能な「調査
計画立案支援システム」を開発した。本発表では、当該シ
ステムについて紹介する。 
 
■ 調査計画立案支援システム 
１．システムの概要 
本システムは、調査計画を行う範囲・時間等の条件設定

により関連する情報がリアルタイムに検索・解析され、最適
な計画の立案及びその進捗管理に資する機能を備えて
いる。また、従来の災害対応に多い「PDCAサイクル」によ
る意思決定では、計画変更を余儀なくされた場合の手戻り
や時間のロスが大きくなることが予想されるため、より臨機
応変な対応ができる「OODAループ」をシステムの基本概
念とした。対象となるプラットフォームは、航空機やヘリコ
プターに加えて、災害時の観測実績がある国内外の人工
衛星について検索することが可能である。なお、本システ
ムはWEBアプリケーションとして国土交通省内で共有し、
全国の災害対応時に活用されることを目指している。 
２．主な機能 
●平常期における「模擬訓練機能」 
模擬災害に対して、実災害時と同等の操作をシミュレー

ションすることができる。また、訓練時に得られたナレッジ
や観測や被害状況調査等の調査に係る各プロセスの所
要時間等をデータ蓄積し、実対応時のナビゲーション情
報として活用することが可能である。 
●警戒期における「計画立案機能」 
人工衛星・航空機等がいつ、どの範囲を観測可能なの

か検索することができる。また、所要時間や調査面積等の
優先条件を設定することにより、最適化された計画案を自
動提示する機能もある。 

●応急対策期における「進捗管理機能」 
立案した計画を実現するために必要なタスクの制限時

間やその進捗状況をタイムライン上で把握することができ、
計画案を地図情報として可視化して共有を図ることが可能
である。万が一、遅延が発生した場合は、その時点におけ
る最適な計画案が自動で検索される。 
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■ はじめに 
本研究では宇宙からの衛星観測による地表物の変動

量モニタリングについて検討を実施しており、それらの土
木インフラの管理利用における解析例について紹介する。
同時に、非専門家への普及のために研究開発している自
動解析ツールも併せて紹介している。 

 
■ 解析と利用例 
１．使用する衛星データ 
衛星搭載の合成開口レーダ（SAR）の観測画像を利用

する。合成開口レーダはマイクロ波を用いたアクティブセ
ンサであり、昼夜・天候に関わらず安定して定期的に観測
が行われている。観測頻度については日本全国において、
現在運用中のALOS-2では年間4回程度、計画中の
ALOS-4では年間20回程度の観測を見込んでいる。費用
は50km×50km範囲を3mメッシュで記録された画像が1枚
あたり8万円となっている。 
２．解析方法 
観測画像には反射マイクロ波の信号強度と位相が記録

されているため、変動量に変換するには統計解析が必要
である。本研究では非専門家のユーザ利用への普及を目
的とした自動解析ツールを開発しており、衛星データと市
販PCを用意するだけで誰でも分析できる仕組みを目指し
ている。 
●統計手法 
複数時期の衛星画像を用いることで、大気誤差・軌道

誤差・標高誤差・電離層誤差などを統計的に除去する。こ
れらは適切なパラメータ設定や観測条件に応じた画像ペ
アの設定が必要であるが、全てツールが代行する仕組み
をとっている。 
●自動解析ツールの操作と仕様 
ツールによる解析には衛星画像とメモリが32GB以上の

市販PCを用意するのみで操作可能である。解析対象とし
たいエリアをGoogleEarth（©Google）上や言語検索で指定
することで、その後の画像選定や結果出力を自動で行う。
解析結果を画像やcsvで保存したりGoogleEarth上に重畳
して確認したりすることも可能となっている。 
３．解析例 
埋立地のある港湾周辺について解析結果例を図に示

している。使用したALOS-2画像では50km×50kmの観測
範囲で解析が可能であるが、そのうち10km×10kmのみ表
示している。対象物の変動量はカラーバーに示す通り年

間+50mm（沈下）から-50mm（隆起）で出力されており、観
測期間は2014年7月から2017年7月までの11観測を使用し
た。結果画像では広域の地盤沈下のみならず、港湾施設
ごとの動きも把握することができる。例えば図中の①と②
は近年埋立てが行われた埋立地であり、圧密沈下が設計
通りの範囲内であるかの管理に用いることが想定される。
また③に見られるように橋梁構造物の膨張による隆起も分
析に反映されるため、インフラ構造物の動きが適切な範囲
内であるかの把握に用いることができる。個々の注目する
構造物以外における想定外の沈下や隆起も、50km範囲
を現場で測量することなく画像上で監視・把握できると期
待される。 

 
■ 関連情報 
本研究は戦略的イノベーション創造プログラム(SIP) イ

ンフラ維持管理・更新・マネジメント技術／モニタリングシ
ステムの現場実証の助成を受けて実施された。 
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